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1．海洋開発の二つの視点
　地球共有財産にたいする国際税の一例は，1982年に採択された国連海洋法
条約のなかにみられる深海海底資源の商業的開発にたいする「開発税」であ
る。
　これまで，近代国家の法的整備が進み資源開発技術が発達するに伴って，地
球上のあらゆる資源は，次第に無主物からいずれかの国家（または個人）の所
有物に変ってきた。既に化石燃料，森林，河川などの陸上資源のほとんどは，
国家間に分割所有されており，海洋資源もまた海洋開発技術の進歩と領海拡大
の動向とによって，同様の運命にある。現在では，残された「地球共有財産
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（global　commons）」は，わずかに公海上の魚群，深海海底の天然資源，宇
宙空間，南極大陸など少数にすぎない。これもまた，このまま放置すれば，
数十年半うちに，各国に分割し尽されてしまうであろう。
　もちろん，国家主権と私的所有権と経済的自由の尊：重を基礎とする近代市
民法の建前からすれば，各国の「自主」開発に基づく地球資源の分割所有を
否定する根拠は存在しないと思われるかもしれない。しかし問題は，このよ
うな「自主」開発が，開発者の側への富の蓄積と並行して，天然資源の乱開
発，自然環境の汚染，および諸国民の間の所得格差の拡大をひきお』こすこと
である。その弊害が如何に大きいかは，例えば先進諸国国内における資源の
開発に伴う公害の発生，およびその規制の歴史，或いは現在進行しつつある
地球上の森林資源の枯渇と砂漠地域の拡大とを一瞥すれば明らかであろう。
　近代とは，一面では自然生態系を侵略することによって開発者の経済発展
がもたらされた時代でもあった。開発と生態系の保存との調整は未だ終了し
ていない。この節では，（1）海洋の秩序をめぐる伝統的理念と戦後の新たな動
向との聞の拮抗，（2）深海海底資源の商業的開発と公共的開発との間の対立と
を整理しながら，1982年の「国連海洋法条約（United　Nations　Convention
on　the　Law　of　the　Sea）」に現われた新たな海洋秩序の理念を探り，特に
深海海底資源の商業的開発に対する「国際税」の制度を明らかにしたい。
2．沿岸諸国による公海の雰割
　海洋は地球の表面積の約7割を占めているといわれ，過去の歴史において
も，漁業，海運，海底資源開発，地球生態系の維持など，さまざまな側面で
人類の発展に貢献してきた。しかも，第二次大戦以前においては，海洋開発
技術が未発達だったこともあって，各国の領海拡大の衝動を適切に抑制し，
比較的狭く限定された領海（主に3カイリ）の外側に広大な公海を設定し，
「公海自由の原則」のもとに海洋を人類の共有財産として利用するという伝
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統的な海洋法の理念が永い間支配していた。しかし，戦後になるとこうした
伝統的な理念を突き崩し，自国の海洋管轄権を拡大しようとする動向が顕在
　　　（1）
化する。既にトルーマン米大統領は，1945年9月に「大陸棚宣言」と「保存
水域宣言」を発表して，アメリカの領海に隣接する公海上の漁業資源とその
下の大陸棚の資源とを，他国による乱開発から保護するという名目のもとに，
自国の管轄権の下におくことを宣言したし，チリ，ペルー，エクアドルの三
画面1952年に沿岸国の領海を200カイリに拡大するという「サンチアゴ宣言」
を発表した。
　伝統的な海洋法理念に対するこうした戦後の新たな動向を調整すべく開催
されたものが，第一次（1958年），第二次（1960年）の二回の海洋法会議であ
った。このうち第一次海洋法会議は，通称「大陸棚条約」，「漁業保存条約」，
「公海条約」，「領海条約」とよばれる四条約を採択したが，それによっても
問題は解決しなかった。例えば「大陸棚条約」は，大陸棚の範囲を領海に接続
する海底区域で水深200メートルまでのところとするが，天然資源の開発が可
能な場合にはそれ以上の範囲を含むとし，事実上開発国の能力に応じて大陸
棚の範囲を無限に拡大する解釈を与えてしまった。また領海の幅については
伝統的海洋秩序を確認しただけで，積極的解決等を与えなかった。第二次海
洋法会議は，この領海幅を決定するために開催されたものであったが，ここ
でも，漁業や大陸棚資源への管轄権のみならず，艦隊・航空機等の通過にと
もなう軍事戦略上の配慮，沿岸国と内陸国の間の対立なども複雑に交錯し，
結局領海12カイリ説と6カイリ説とが対立したまま，何の成果も挙げること
なく終了した。
　これに対して，第三次海洋法会議（1973－82）とその成果である「国連会
（1）伝統的海洋法および以下に述べる戦後の各国の動向，第一次，第二次海洋法会議に
　ついては，高林秀雄『領海制度の研究』第2版〔44〕を参照した。
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　　　　　　　　　　　　　　（2）洋法条約（1982）Jはどうか。結論だけをいえば，条約は伝統的海洋秩序に比
較して，沿岸国の管轄権の拡大を承認しながら，その範囲に一定の限界を設
定する方法で，合意を形成した。即ち，第1図にみられるとお』り，条約は，
第1図　新しい海洋法における海洋，海底区域
陸　地
領海12カイリ
排他的経済水域200カイリ 公　海
自然の大陸棚
大陸棚
　斜面
コンチネンタル・ライズ 深海海底
1　　大陸段丘（海洋法条約上の大陸棚）
（注）条約上の大陸棚は，沿岸国領土の自然の延長をたどって大陸縁辺部の外側の限界ま
　で，或はこの区域が200カイリ以下の場合には，沿岸から200カイリまで。
（2）第三次海洋法会議とその成果である「国連海洋法条約」については，『法と政策』
　1983年1月号特集「83年海の展開」〔47〕，高林秀雄「国連海洋法条約と海洋法の構造
　変化」〔48〕，および『季刊海洋時報』〔49〕26号，28号，29号の橋本寅夫氏の諸論文が
　詳しい。条約文は小田滋，石田泰雄編『解説条約集』〔40〕に収録されている。付属書
　は国連資料，A／CONE　62／122，70ct，1982〔41〕に拠った。本資料を提供し，国連
　海洋法条約について親切な説明を与えて下さった位田隆一助教授に感謝したい。
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　（1）沿岸国の領海を沿岸から12カイリまでとする（第3条），
　（2）領海の外側に沿岸国が距岸200カイリの排他的経済水域を設定し（第
　　　57条），この水域の生物・非生物資源の探査，開発に関する沿岸国の
　　　主権的権利を承認する（第56条），
　（3）大陸棚の範囲は，沿岸国の領土の自然の延長線上の大陸縁辺部の外
　　　側の限界までの海底，また大陸縁辺部の外側の限界が200カイリ以内で
　　　ある場合には200カイリまでの海底とする（第76条）
と規定している。このように，国連海洋法条約は，領海幅を12カイリに拡大
し，その外側に距岸200カイリの排他的経済水域を新たに設定するとともに，
大陸棚の範囲を大陸縁辺部（或は200カイリ）の海底に限定することによっ
て，戦後30年以上にわたって繰り返されていた果てしなき論争に一応の決
着をつけたのである。大陸棚の無限の拡大に一定の制約が画されたとはいえ，
新条約が承認する沿岸国の管轄権が，伝統的海洋秩序の理念に比較して，拡
大されていることは明らかであろう。つまり戦後三回にわたって開催された
海洋法会議は，領海と大陸棚の範囲を拡大し，沿岸国による公海の分割を追
認してきたのである。
3．深海海底資源の共同開発
　一方，こうした沿岸諸国による領海，大陸棚管轄権の拡大と，先進諸国に
よる海洋，深海海底資源の占有に対して鋭い警告を発し，海洋資源の国際管
理と共同開発を訴えたのが1967年の第22回国連総会第一委員会にお』けるマル
タの国連大使アルビッド・パルド（Alvid　Pardo）の演説であった。この時
代は，二回にわたる海洋法会議が成果なく終了し，沿岸諸国が勝手に領海と
大陸棚を拡大しつつある一方で，戦後急速に発達してきた海洋開発技術が遂
に深海海底資源を捉えた時期でもあった。深海海底資源のうちもっとも経済
的価値の高いものはマンガン団塊（manganese　nodule）であり，これは水
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深4000・一一・6000メートルの暗黒の深海海底の一従って公海下の一表面に堆
積している，平均直径3センチほどのジャガイモ状の塊といわれ，その中に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）マンガン，鉄，銅，コバルト，ニッケルなどの希少金属を含んでいる。既に
アメリカでは，連邦政府，大学，民聞海洋研究所の海洋調査船による探査が
1960年代はじめから開始されていたが，1965年にアメリカの地質学者メロー
（J．LMero）の先駆的な研究『海洋鉱物資源（The　Mineral　Resources
of　the　Sea）』が発表され，大平洋海域のマンガン団塊の賦存量は1兆7000億
トンと推定され，深海海底資源に対する商業的開発の急速な関心をよびおこ
した。先にみた領海，大陸棚の拡大による海洋資源開発に加えての，こうし
た深海海底資源の商業的開発＝私的な分割所有に対する危惧が，パルドの演
説の背景にあったことに留意すべきである。
　パルドはまず当時の海洋開発技術の発達が，世界の海底探査，占有，開発
を可能にし，少数の先進諸国による海底分割所有の危険を引き起こしている
ことを指摘し，それを19世紀における植民地分割になぞらえている（1｝そして
そうした危機を防ぐ唯一の方法を「国家管轄権iを超える海底にたいする有効
な国際制度を構築すること」に求めている。パルドにとって，こうした国際
制度の構築こそ，（1）先進諸国による海底分割と，（2）海洋環境の汚染を
防ぎ，（3）海底資源を人類全体の利益に供する唯一の方法であった。しか
し，そのためには，構築された国際機関が「海洋と海底におけるすべての活
（3＞マンガン団塊については，資源エネルギー庁海洋開発室「マンガン団塊関係資料」
　〔50〕を参照した。このほか鷲見一夫他『深海海底資源と国際法』〔45〕，大竹邦久，
　国岡まり子「第三次国連海洋法会議とマンガン団塊開発」〔46〕が詳しく，有益であ
　る。
（4）パルドの演説は，A．　Pardo，　Speech　at　the　UN　General　Assembly　22nd
　session，　first　committee，　1515th　meeting，　1516th　meeting　；A／C．　1／pv．1515，
　A／C．1／p．v．1516〔42〕である。なお，鷲見一夫他〔45〕の第一論文，鷲見一夫「『人
　類の共同財産』としての深海海底資源」はパルドの演説の内容を詳しく伝えている（同
　書29～36ページ）。
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動を規制，監督，管理するための広汎な権限を付与され」なければならない。
例えば民間企業による商業的開発を規制する必要がある。パルドは，一定の
条件のもとで国際開発機関が商業的開発にロイヤリティーを支払わせて開発
を認めたばあいに，最初の5年間で約50億ドルの収益があげられると推定し
ているが，これは地球共有財産の商業的利用にたいする国際税の最も早期の
一例として興味深い。彼はこの収益を，直接または国連開発計画（UNDP）を
通じて，貧しい国の発展のために役立てようとしている。
　こうしてパルドは，国連総会に次のような内容の決議案を採択することを
提案する。すなわち，「第一一に，海底は人類の共有財産（common　heritage
of　mankind）であり，平和目的のために，またもっぱら入類全体の利益のた
めに，利用され，開発されるべきである。商業的目的による海底開発から金
銭的利益が引き出される場合には，貧しい国　　そこには人類の中で最も援
助を必要としている三々がいる一一のニーズが優先して配慮されるべきであ
る。第二に大陸棚について明確な定義が下されるまでは，現在主張されてい
るような，現行の国家管轄権を超える海底への主権の主張は，凍結されるべ
きである。第三に以下の目的のために，広く代表され，代表数の多すぎない
機関が設立されるべきである。（1）現行の国家管轄権の限界を超える，深海
海底の国際制度を樹立することが，安全保障上，経済上，その他のいかなる
影響をもたらすかを検討する。（2）現行の国家管轄権を超える海底の国際的
性格を保証するための包括的条約を起草すること，（3）深海海底で行なわれ
る国家活動が条約案に盛られた原則や規定に合致することを確保するような，
国際機関の設立を準備すること！51
　こうしてパルドは，既存の「大陸棚条約」のもつ欠陥をついて，先進諸国
が深海海底の天然資源を占有する危険を未然に防ぐために，海洋秩序の中に
「人類の共有財産」の概念をはじめて導入し，国際管理機関を創設すること
（5）　A．　Pardo，　op．　cit，　A／C．　1／pv．　1516，　p．2
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によって人類の共有財産を共同開発し，あわせてそれを貧しい開発途上国を
中心とした人類の公共的利益のために利用しようとしたのである。パルドの
提案は大きな反響をまきおこし，翌1968年の「国連海底平和委員会」の設置，
および1970年の第25回国連総会における「深海海底原則宣言」の採択となっ
て結実した。そしてこの「原則宣言」に盛りこまれた「人類の共有財産」を
いかに共同開発すべきかを討議するために招集されたのが，第三次海洋法会
議（1973年）だったのであり，そこで付随的に提起されたものが，既に前項
でみた，領海，排他的経済水域，大陸棚等の一連覇諸問題だったのである。
4．第三次海洋法会議と1982年国連海洋法条約
　こうして深海海底資源開発問題は第三次海洋法会議の中心テーマであった
が，会議においては，（1）深海海底資源の開発方式，（2）陸上資源産出国
への配慮，（3）エンタープライズへの技術移転の三点をめぐって，先進諸国
と開発途上国との間で激しい衝突が繰り返され，条約採択に10年の歳月を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）費やすこととなった。いまその争点を要約すると以下のとおりである。
　（1）開発方式をめぐる争点は，実際の開発主体を何処に求めるかであっ
た。先進諸国は，深海海底開発の能力を有する民間企業または国家・が「国際
海底機構（lnternational　Seabed　Authority）」からライセンスを得て，開
発を担当すべきだと主張した。このライセンス方式の開発には，民間企業の技
術，資金を活用して効率的に開発を促進できるというメリットがある。これにた
いして開発途上国は，国際海底機構の下に実際の開発を直接に担当する「海底
開発公社（Seabed　Enterprise）」（以下エンタープライズと略称）を新たに
（6）第三次海洋法会議における先進諸国と開発途上国との間の論争については，鷲見一
　夫他〔45〕所収の鷲見一夫，前掲論文および布施勉・磯崎博司「第三次国連海洋法会
　議における問題」の2つの論文が詳しい。
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創設し，深海海底開発を一本化しようとした。この直接開発方式は，先のパ
ルド案や「深海海底原則宣言」をストレートに継承するものであり，地球共有財
産を国際開発機関が国際目的に沿って統一的に開発するという主旨を実現し
ようとするものであった。エンタープライズの創設をめぐる論争は深刻な対立を
ひきお・こしたが，1976年の第4会期においてライセンス方式と直接開発方式
とを並行するパラレル方式が採用され，一応の結着をみた。
　一般の鉱物資源と同様に，マンガン団塊の開発も探査，採掘，精練の三段
階に分けられる。既に探査の段階は一応終了したといわれ，1970年代にはい
ると，先進諸国の下問企業による実験採掘が進められてきた。深海海底が対
象であるため高度の採掘技術と膨大な資金が必要であり，個別企業の能力で
は限界があるため，4つの国際コンソーシアムと2つのグループが結成され
ている。4つのコンソーシアムとは，
　（1）USスティール・グループ。　設立法人Ocean　Mining　Associates
（OMA）。1974年5月結成。資本金5，000万ドル。米，ベルギー，イタリーの
4社が25％ずつ出資。
　（2）インコ・グループ。　設立法人Ocean　Management　Inc．（OMI）。
1975年2月結成。資本金4，000万ドル。カナダ，米，日（住友グループ），西
独企業連合の4社が25％ずつ出資。
　（3）ケネコット・グループ。　1974年1月結成。資本金5，000万ドル。ケ
ネコット社40％のほか英，カナダ，日（三菱グループ）の5社が12％ずつ
出資。
　（4）ロッキード・グループ。　設立法人Ocean　Minerals　Co．（OMCO）
1977年11月結成。ロッキードシステムズなど米国数社が出資。
である。いずれも米，英，日，加，伊，オランダなどの資源採掘企業を統合
した国際企業体である。また2っのグループとは（5）フランス企業のみ
から組織されているフランス国内連合（AFERNOD）と，（6）日米など6
ヵ国の企業が参加している国際CLBシンジケートである。当然のことなが
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ら，開発途上国はこうした国際事業体からは排除されており，エンタープラ
イズによる一元的開発を主張してきたのである。
　（2）第2の争点は，深海海底資源と同種の天然資源を産出する陸上資源
産出国一特に第一次産品の輸出依存度の高い開発途上国一に与える悪
影響を考慮して，国際海底機構に海底資源の生産制限と陸上産出国に対する
損失補償を決定する権限を与えるか否かについてであった。開発途上国の多
くは国際海底機構に生産制限の権限を与えようとしたのにたいして，先進諸
国は生産制限に強く反対し，陸上資源と海底資源とを競争的な代替財として
同一に扱い，低価格の安定供給をめざした。
　（3）第3の技術移転をめぐる争点は，エンタープライズの操業を実現す
るために，先進諸国の既存の海底開発技術を如何にしてエンタープライズに
移転するかであった。先進諸国は当初エンタープライズの創設に反対してい
たために，技術移転の問題はとりあげられなかったが，第5会期にキッシン
ジャー米代表が，（1）アメリカがエンタープライズに財政援助と技術移転を
行なう用意があること，（2）25年ごとに開発方式を見直す．再検討会議を開
くことを明らかにしたことによって，解決された。キッシンジャーの提案はエ
ンタープライズへの技術移転を承認することと引き換えに，パラレル方式の
海底開発を実現しようとするものであった。
　こうして約10年の歳月をついやした海洋法会議は1982年に全文320条からな
る本文と9つの付属書とからなる条約を採択した。そのうち深海海底資源の
開発に関する条項は，条約第11部「深海底」と，付属書皿「概査，探査およ
び開発の基本的条件」，同W「エンタープライズ規程」に規定されている。こ
れは第2図のように表わされるが，なお少し説明を加えると，
　（1）国際海底機構の管理　深海海底の資源開発を統一的に進める国際機
関「国際海底機構」（以下「機構」と略す）を創設する（156条）。機構は全加
盟国の参加する総会（159条）のほかに，36ヵ国から構成される理事会をもち
（161条），理事会の内部に，資源探査，開発計画の審議，採掘資源の供給な
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第2図　国際海底機構とエンタープライズの財政構造
私企業・国家企業
探査と開発計画の申請
　　同上承認
国際海底機構
国内法による活動規制
収益の一定割合の納付（第6表）
開発途上国を中心に
頒己
　　　　　　陸上資源国に被害を
　　　　　　　与えた場合の補償
　　　　　　／継
開発資金収益の一定
援助　　 割合を納付
　　資金の拠出と債務の保証
　1．エンタープライズの開発所要資金のユ／2を国連分担
　　金比率に従って拠出する。
　2．残りの1／2の一般借入金に対しては，同比率に従っ
　　て債務保証をおこなう。
淳「進む深海底開発と法制整備」〔47d〕，27ページ
?
資料出典：井上
エンタープライズ
ど，資源開発に関して実質的な権限を発揮する2つの委員会「経済計画委員
会」，「法律・技術委員会」をもつ。
　　（2）開発方式　深海海底資源開発は，機構の下部機関である「エンター
プライズ」による外に，一定の条件をみたす民間企業，国営企業および締約
国にも開放される（153条）。その条件とは，申請者が，
　　　（イ）財政的能力および技術的能力を有する，
　　　（ロ）申請鉱区の半分を機構かエンタープライズの開発鉱区として無償
　で留保する　（留保鉱区）ことを承認する，
　　　（ハ）自己のもつ技術情報を公平かつ合理的な商業的条件（つまり有償）
　でエンタープライズに移転する，
　　　（二）開発収益の一定割合を機構に納付すること，
である（付属書皿；第4条）。
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　　（3）国際税　ここでいう開発収益の納付が，実は私が本稿で追求してき
た「国際税」にほかならない。それは第6表に示されている，（皿；第13条）。
エンタープライズ以外の商業的開発の申請者は，生産賦課金による納付か，
生産賦課金プラス開発利益の一部分与かのいずれかを選択できる。いずれの
；場合も，鉱区申請料は50万米ドル，鉱区料は年間100万米ドルであるが，生産
賦課金のみを納付する場合には，生産開始後の10年間に生産額の5％，11年
目以降はその12％を納付する。一方生産賦課金と開発利益分与とを組合わせ
る場合には，生産賦課金が2％（第1段階），4％（第2段階）と軽減される
一方，採掘段階の投下資本利益率に応じて，表に示される割合の開発利益分
与を機構に与えなければならない。
　　（4）陸上資源生産国への配慮　深海海底資源と同種の金属を生産する陸
上資源生産国を保護するために，最も問題の多いニッケルを基準にして需要
第6表　深海海底資源の商業的開発による開発収益の納付方法
1．生産賦課金による支払 2．生産賦課金プラス利益分与による支払
鉱区申請料 50万ドル 50万ドル
鉱区料（年間） 100万ドル 100万ドル
生産賦課金（年間） 第ユ段階　　生産額の5％o第2段階　　生産額の12％第1段階　　生産額の2％o第2段階　　生産額の4％
な　　し 投下資本利益　　　　　利益分与率
率κが　　　　　　第1段階　　第2段階
国際海底機構に対す 0≦コじく10％　　　　　　　　35％　　　　　　　　40％
る利益分与 10≦κ＜20％　　　　　　42．5％　　　　　　　　　50％
20≦κ　　　　　　　　　　　　　　　　50％　　　　　　　　　70％
の部分に対して
備　　考 第1段階は，商業生産開始後 開発コストと，同コストの10％の利子を
の1～10年 回収した時点で，第2段階に移行する。
第2段階は，11年目以降 ただし，投下資本利益率が15％以下であ
る場合には，第2段階においても，生産賦
課金は2％に据置き。
資料出典：『国連海洋法条約』付属書皿「概査，探査および開発の基本条件」，第13項「契約
　　　　「の財政条件」による．
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予測をおこない，過剰生産が発生しないよう生産制限を実行する。それにも
拘らず陸上資源生産国に損害が発生した場合には，機構は，補償制度その他
の経済的援助措置をとる（第150条，第151条）。
　（5）機構とエンタープライズの財政　機構とエンタープライズの財政資
金は，国連分担金方式による締約国の拠出金，一画借入金および商業的開発
にともなう納付金（国際税）によって充当される。一般借入金に対しては，
締約国が債務保証をお』こなう（第171条，1V；第11条）。
　なお新海洋法条約の発効にはなお数年の年月が必要とされるところがら，
その間の資源開発を停滞させないために，次のような先行投資の保護規定が，
条約採択と並行して，決議されている。
　（6）先行投資の保護　新海洋法条約の発効以前に行なわれた深海開発投
資にたいして，条約発効後も一定の権利を保証する。これには，（イ）条約発
効前でも資源探査を認める，（ロ）それぞれの先行投資事業体にたいして一鉱
区に限り優先的開発権を認める，という内容が付与されている。この先行投
資保護の対象となるのは，1983年1月1日（開発途上国の場合には1985年1
月1日）までに3，000万ドル以上の投資実績のある国または事業体とされ，
現在既に前記の4つの国際コンソーシアムとフランス，ソ連，日本，インド
の国家または企業体が名乗りをあげているといわれている。
5．国際税の適用
　以上から明らかな通り，国際海底機構による深海海底資源の管理は「国際
税」と解釈できる財政制度を活用している。各国の私企業や国家企業は開発
収益の一部を国際海底機構に納付しなければならない。納付の方法には2通
りあり，第6表にみられるように，生産賦課金のみによる場合と，生産賦課
金と開発利益の一部を投資利益率に応じて分与する場合がある。国際海底機
構はこうして納付された「国際税」を，一部はエンタープライズの開発資金
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の補助に，一部は被害を蒙った陸上資源生産国への補償に，他の一部は開発
途上国を中心に国際的な目的を実現するために使用することになっている。
実際に深海海底資源の商業的生産が開始される時点でどれほどのf国際税J
が徴収されるかは不明であり，最悪の場合には，エンタープライズへの技術
的移転が実行されないまま先進諸国の国際コンソーシアムによる商業的資源
開発が進行し，しかも過剰生産によって資源価格が急落し，折角国際コンソ
ーシアムから納付された国際税が，人類全体の利益にではなく，陸上資源国
の損害補償にのみ使われてしまうこともありえる。それにも拘わらず，私が
注目したいのは，国連海洋法条約のなかに天然資源を地球共有財産と定義す
る一条が明確に挿入され，しかも天然資源の商業的開発に対しては国際税
の適用と解釈できるシステムが承認されていることである。ここに国際税の
ひとつの事例が存在することは否定できないであろう。
　国連海洋法条約は60ヵ国の批准書が提出された1年後に発効することにな
っており，その時期は早くても80年代の末であろう。アメリカはレーガン政
権発足ののち今回の海洋法条約，特に深海海底開発制度に強く反対しており，
採択された条約と付属書のとおり深海海底開発が推進されるか否か予断を許
さない。今後の動静を注目したい。
　　　　　　　　　　　　　　　　（7）W　国際貿易税の理論と問題点
1．国際貿易税の理論
　国際貿易税というのは，各国間の国際貿易にたいして　　現行の関税のほ
カ・に　　国際税を賦課するという制度である。国際貿易税が支持される根
（7）国際貿易税の理論については，現在のところ，E．　B・Steinberg，　J・A・Yeage「＆G・
　M．Brannon，　Nθw　Meαns　of　Financing　Internationαl　Needs〔51〕以外に研究文
　献はない。本節も専ら同書を利用している。
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拠は，次の5点である。
　（1）国際貿易が国際的な経済活動であって，一国，一地域内にとどまる
ものではないので，国際税の対象としてふさわしい。
　（2）国際貿易の規模が大きいために，課税対象（tax　base）が大であり，
低率の税率でも多額の税収を確保しうる。
　（3）国際貿易税は各国の関税の上乗せになるが，関税収入を削減するも
のではなく，国内税とも抵触しない。従って，既存の国家主権（徴税権）を
侵害するものではない。
　（4）密輸を除けば貿易風の捕捉は確実であり，しかも各国の税関制度を
利用すれば，徴税事務はそれぼど繁雑ではない。
　ちなみに最近の国際貿易の規模は，第7表の示すとおり，約2兆ドル前後
である。仮にこれに0．1日前国際貿易税を賦課するとすれば，毎年20億ドルの
税収が確保されることになる。技術的な理由により開発途上国にお』ける輸入
品に対する国際税を除外して先進諸国の輸入品にのみ課税するとしても，税
収は年間13億ドルになる。先に第2表でみたDAC加盟国の二国間政府開発
援助（ODA）が1981年目183億ドルであったから，ここでいう20億ドルの国際
第7表　世界貿易マトリックス1981年 （単｛立10丁意ドル）
　　　輸入国
A出国 世　界 先進工業国 発展途上国 うちOPECうち非OPEC共産圏 誤　差
世　　　界 1985．91293．2 503．1 146．9 356．3 168．820 7
先進工業国 1193．0 834．6296．1 107．3 188．351．8 10．5
発展途上国 608．2 402．7 169．23L3 137．9 28．0 8．4
うちOPEC276．6 203．4 68．1 3．8 64．3 3．9 1．2
うち非OPEC331．7 199．3 101．1 27．5 73．5 24．1 7．3
共　産　圏 184．6 55．9 37．9 8．2 29．7 89．0 1．8
誤　　　差 0 0 O 0 0 0 0
注1．原資料はUN，　Monthly　Bulletin　of　Statistics．
　2．台湾は進出国貿易統計月報により加算した．
　3．スペイン，ポルトガル，ギリシャ，ユーゴスラビアの4ヵ国は，IMF，　DirectiQn＆
　Tradeにより先進国から除外し，発展途上国に加算した．
資料出典，通産省『昭和58年版，通商白書』，付表5，440一・441ページ．
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貿易税はその1／9，13億ドルの貿易税はその1／14に匹敵する。
　ところで，国際貿易税にたいして直ちに提出される批判は，次のようなも
のであろう。
　（1）国際貿易税は実質的に関税の上乗せにほかならないから，自由貿易
の阻害要因になる。
　（2）各国の輸入額，輸入依存度に開きがあるから，国際貿易税の負担は
各国の間で不公平になる。
　（3）SDRリンク案の場合と違って，既存の国際制度を活用できないか
ら，国際貿易税の創設のために，国際海底機構の創設に際して発生したよう
な面倒な国際交渉と国際条約の締結が必要になる。
　（4）税収の使途に関して，先進国と途上国，途上国相互の聞で激しい利
害の衝突がおこる。
　こうした批判を念頭において，以下では国際貿易税の徴収，負担の公平，
税収の使途に関する問題点を明らかにしよう。
2．国際貿易税の徴収
国際貿易税の徴収に関しては，（1）課税対象の確定，（2）税率の設定，
（3）不参加国の取り扱い，という問題がある。
（1）課税対象の確定
　概括的にいって，国際貿易税は，すべての国際貿易を対象とする一般的国
際貿易税と，特定の商品のみを対象とする部分的国際貿易税とに区分される。
後者の場合には，徴税事務が簡素であり，かつ低率の税収で多額の税収を確
保できるという観点から，石油や非石油鉱物資源などが有望である。しかし，
ここでは前者の一般的国際貿易税のみを対象とする。
　一般的国際貿易税の場合には，世界のすべての商品貿易が課税対象となるか
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ら，課税対象に関する限りは公平であるといえる。貿易外収支項目をふくむ
こともできるが，その場合には，「保険および輸送費」などのように輸入地点
で確定できるものだけを対象とし，観光支出とか駐留軍支出のような国内
支出項目は除外されるべきである。
　国際貿易税は国家間の商品貿易にたいして賦課されるものであるから，国
内取引にたいしては賦課されない。国家間の商品貿易にたいしては，輸入地
点で課税することも輸出地点で課税することも可能であるが，現行の関税が
殆んど輸入関税であることを考慮すれば，輸入地点で国際貿易税を徴収する
ことが自然であろう。国際貿易税のために，新しく徴税機関を創設しなくと
も，各国の既存の税関を活用して，関税と同時に国際貿易税を徴収すればよ
い。もしA国が国際貿易税機構に参加せず，A国の輸入地点で徴収できない
場合には，A国に輸出する国の輸出地点で課税すればよい。
　貿易品のなかで資本財と再輸出品の扱いが問題となりうる。資本財に関し
ては，輸入地点で資本財と消費財を隠密に区別することができないから，資
本財を特別扱いすることができない。再輸出品に関しても資本財と同様なこ
とがいえるが，この場合には，ECの付加価値税制度を利用できるかもしれ
ない。
（2）税率の設定
　先にも記したとおり，例えば0．1％の一般的国際貿易税は約20億ドルの税収
を挙げることができる。税率がそれより高ければ税収は増えるが，負担もそ
れだけ大きくなる。それゆえ税率と税収のバランスが問題になる。
　1．まず0．1～O．5％の税率なら現行の自由貿易を阻害することはありえな
いであろう。第8表はOECD諸国の関税負担率（平均関税率の代理変数）を
示しているが，EC各国で1～2％，アメリカが3．1％，日本は2．5％である。
発展途上国の場合にはもっとずっと高く，20～30％も珍しくない。こうした
平均税率にたいして，例えばO．1％の国際貿易税が自由貿易を阻害するという
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第8表　関税負担率の国際比較
1978年 1979年 1980年
? ?
4．1 3．1 2．5
? ? ? ?
4．1 3．9 3．1
E C 1．8 （3，7） 1．6 （3．3＞ 1．5 （2．8＞
西
? ? ?
2．1 （4ユ） 1．9 （3．8＞ 1．8 （3．4）
フ
? ?
ス 1．3 （2．7） 1．2 （2．3＞ 1．1 （2．0）
?
ナ ダ 5．2 4．6 4．5
オーストラリア 10．1 9．5 9．5
注1．関税負担率≡全関税収入÷全輸入額×100（％）．
　2．ECの関税負担率は農業課徴金を含む値．
　3．ECの本書き数字は域内輸入を含む総輸入にたいする負担率であり
　括孤内の数字は域外からの輸入にたいする負担率である，
資料出典，日本関税協会「関税改正のすべて」，各年版
ことは主張できないであろう。特に，最近のように，関税率の高さより輸入
数量制限，非関税障壁，産業政策をめぐって貿易摩擦が発生しているとき
には……。
　2．しかし，平均関税率が2％であっても，すべての輸入品に2％の関税
が賦課されているわけではない。実際，開発途上国の多くの輸出品は，「一般
特恵関税制度（GSP）」のもとにあって，無税もしくはそれに近いものが多
い。このような商品が国際貿易税によって打撃を受けることはありうる。こ
のため「一般特恵関税」対象品目を国際貿易税の対象から除外することも考
えられる。ただしマレイ　〔52〕も指摘しているとおり，現行の一般特恵関税
制度は一部の新興工業諸国に有利に機能しており，その他の貧しい開発途上
国は恩恵に浴していない。従って，一般特恵関税品目を国際貿易税の対象か
ら除外することは，むしろ開発途上国間の経済格差を拡大することになりかね
ない。その意味では，一般特恵関税品目を適用除外しないほうが望ましいで
あろう。
　3．租税には従量税と従価税とがあるが，多くの関税は従価税であるから，
国際貿易税も従価税の形式をとるのが自然であろう。従価関税の場合には輸
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入価格が適正であることが前提になっているが，例えばコメコン諸国内の貿
易品のように，市場価格ではなく「調整された歴史的世界市場価格」つまり
固定価格によって支配されている場合には，その価格を市場価格に再調整す
る必要がある。また関税が従量税である場合に従価税の国際貿易税を上乗せ
することは，従来から存在している従量関税に従価関税を上乗せする複合関
　　　　　　　　　（8）
税制度を活用できる。
（3）不参加国の取り扱い
　国際貿易税を実施するためには，「国際貿易税条約」といった国際条約の締
結が不可欠であるが，この条約への参加，不参加の決定は各国の自由意志に
よる。従って，例えばA国が参加しない場合にA国の貿易品の取り扱いをど
うするかという問題が発生する。
　徴税の方法としては，先に述べたようにA国の貿易相手国の税関で，A国
向け輸出品とA国からの輸入品の双方に国際貿易税を賦課すればよく，実務
上の問題は少ない（その場合，A国は，条約不参加の便益を享受できなくな
るが……）o
　しかし，条約参加国B国から不参加国A国への輸出品に国際貿易税を賦課
することは，他の不参加国C国からA国への輸出品にたいして，B国の輸出
品の国際競争力を弱める可能性がある。
　　　　　徴収しない　　　　　徴収しない
A国（不参加）　一一一一一一一一一一一一一一一C国（不参加）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：
　　徴収　　　　　　　　　　　　　　徴収l
B国（参加）　一一一一一一一一一一一一一一　　D国（参加）
　　　　　　　　　　　　　　　徴収
（8）関税制度の機能については，垣水孝一『関税の知識』〔53〕44～51ページをみよ。
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　図を見よう。B国からA国への輸出品はB国税関で課税されるが，　C国か
らA国への輸出品は課税される機会がない。そのためA国内ではB国商品は
C国商品よりも課税額の分だけ割高になる。A国におけるこの商品の本来の
関税が相当高い場合には問題は少ないが，一般特恵関税品のように本来の税
率が低い場合には，このギャップは無視しえないものになるかもしれない。
　一方，条約参加国D国では，B国からの輸入品もC国からの輸入品も，一
律の国際貿易税を言果税されるから，D国内で輸出競争力のハンディが生じる
ことはない。
3．負担の公平
　どのような国内税も納税者にたいして，水平的にも垂直的にも，公平であ
ることが要求される。国際税の場合も同様であろう。
　一般に間接税は直接税に比較して，所得にたいして逆進的な負担を引き起
こすといわれている。この点，ウイ一回バッハも示したとおり，国際貿易税
は一種の国際的な間接税，も？と巌密にいえば国際的な一般取引税であるか
ら，逆進的であるといえよう。
　国際貿易税の負担を各国の国民レベルまでおろして議論することは困難で
あるので，ここでは国家レベルにおける負担の公平について検討しておきた
い。
（1）租税の帰着
　国内間接税の場合と同様に，国際貿易税の導入は，租税の帰着問題を引き
起す。例えば，すべてのコーヒー豆の貿易にたいして0．1％の国際貿易税が賦
課されるわけであるから，輸入国の国内価格が上昇するだけでなく，輸出国
の輸出価格も下落することが予想される。従って，租税の負担は輸入国の消
費者のみならず，輸出国の生産者にもかかる。これは関税理論でいう「輸入
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関税の効果：大国のケース」にあたる。従って，負担の分配は両国における
需要と供給の価格弾力性の和に依存する多知3図はこれを示す。
　いまのコーヒー豆について，輸出国（全体）の需要曲線がD＊，供給曲線が
S＊，その差輸出曲線がXであり，一：方輸入国（全体）の需要曲線がD，供給
曲線がS，その差輸入曲線がMであったとする。b図から，コーヒー豆の均
衡輸入量はp。E，均衡価格はp。である（AB＝p。E＝QR）。
　ここで従価税率p，PINK／P・OFEの国際貿易税が賦課されて，輸入国の国内
価格がp，に上昇し，輸出国の輸出価格がPiに下落したと仮定する。輸入量は
p。L（＝GHコSV）に減少する。この時，輸出国の余剰の減少額は台形AG
HBであり，輸入国の余剰の減少額は台形SQRVであるから，国際貿易税導
入の結果，両国はこの面積ずつの負担を蒙ることになる。ちなみに関税の場合
第3図国際貿易税の帰着
?
o
p
a，輸出国の国内需給
?
D
??“
J
G
A
pt
p
b，輸出・輸入需給均衡
??
㌔S象　0
K　　　　　　P2　　X瓢S寧一D掌
L　X〈E
　　　　　　Port　iF＞．D．s
ii　l
li　l
　　　X，M　O　　F
p
c，輸入国の国内需給
V
Q R
T u
S
D
D，
（9）小宮隆太郎・天野明弘『国際経済学』，〔54〕143～144ページ。山本繁紳『貿易政策
　の理論』〔55〕第H部1「部分均衡による分析」73～82ページ参照。
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と異なって，国際税収入p，p，NK（＝JGHI＋STUV）の両国への分配は差し
当って，考慮されない。この図では，輸入国の需要と供給の弾力性の和が輸
出国のそれより小さいことから，台形SQRVの面積は台形AGHBの面積よ
り大きく，輸入国の租税負担は輸出国の租税負担よりも大きい。
　各国間における国際貿易税の負担問題は，理論的にはこのようにして，個
々の貿易品に関する租税の帰着を推計し，それを積み上げることによって解
明するものであろう。しかし，現実には，国際貿易税の帰着を全商品にわた
って推計することは容易ではない。そこで現れてくるのが，次にのべる貿易
依存度の議論である。
（2）貿易依存度と負担の公平
　国際貿易税はすべての貿易品に一律に課税されるわけであるから，貿易額
が大きい国の国民は租税負担も大きいようにみえる。さらに，国際貿易税は
原則として輸入地点で徴収されるので，輸入国の消費者が，まず第一義的な
租税負担者であるかのような印象をうける。（理論的には，先に指摘したよう
に，輸出国の生産者も租税の一部を負担している。）
　しかし，輸入額が大きいということとその国の国民の経済力（担税能力，
所得水準）が大きいということとは，必ずしも同義ではない。国民の経済力
をGNPで測るとして，一国の輸入額とGNPとの相対比，つまり輸入依存度
は，国によって相当な開きがある。例えば，第9表のシンガポールでは，
1980年に一入当り所得は4，430ドルであったが，一人当り輸入額は1万ドルで
あり，輸入依存度は225．8％であった。一方，ソ連では一人当り所得は4，550
ドルでシンガポールとほぼ同一水準であったが，一人当り輸入は300ドルにす
ぎず，輸入依存度は5．7％であった。仮に国際貿易税を輸入額の0．1％とする
と，シンガポール国民は一人年聞10ドルの租税を負担しなければならないの
にたいして，ソ連国民の負担は0，3ドルでよいことになる。ここに負担の不公
平の問題がある。
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第9表　各国の輸入依存度1980年
上位ユ0ヵ国 下位10ヵ国
輸入額／GNP GNP／入 輸入額／GNP GNP／人
（％） （ドル） （％） （ドル）
シンガポール 225．8
??「
ソ　　　　連 5．7
???
香　　　　港 103．7
??，
ビ　　ル　　マ 6．0 170
アイルランド 69．3 4，880 中　　　　国 6．9 290
こ口　一　　ゴ 61．5 410 イ　　ン　　ド 8．0 240
ベ　ル　ギー 59．6 12，180 ウ　ガ　ン　ダ 9．0 300
ヨ　ル　ダ　ン 52．7 L420 モザンビーク 9．7 230
ジャマイカ 51．5 1，040 ア　メ　リ　カ 9．9 11，360
オ　ラ　ン　ダ 47．5 11470　， ブ　ラ　ジ　ル 10．3 2，050
マレーシア 47．1 1，620 ト　　ル　　コ 11．6 1，470
チュニジア 42．1 1，3ユ0 ザイ　ール 11．6 220
出典，世銀「世界開発報告」1982年版より計算
　第9表をみて気がつくことは，国土面積も人口規模も小さい，そしてしば
しば島国の輸入依存度が高く，逆に，国土面積や人口規模が大で自給可能な
国の輸入依存度が低いことである。
　貿易依存度が高いということは，それだけ諸外国との貿易および良好な国
際関係から便益を受けているということであるから，良好な国際関係を一種
の公共財と考えて，多少の（国際貿易税の）負担も止むをえないという議論
が成り立たないわけではない。実際，わが国における最近の「総合安全保障」
論も，日本を取り巻く国際経済環境を良好に維持するためのコストを探ると
いう議論であろう。しかし，もともと貧しい国への開発援助を目的とした国
際貿易税の構想が，担税能力（一人当り所得）と租税負担（一入当り輸入額×
税率）の間に著しいギャップを残したまま推進されることは適切ではない。
貿易依存度と租税負担の不公平に関しては，スタインバーグ等〔51〕によっ
　　　　　　　　　　　　　　　　（10）て次のような解決案が提出されている。
　第1は一国ごとに異なった税率を適用して，各国の税額／GNP比率を一致さ
（10）　Steinberg，　Yeager　＆　Brannon　C51］，　pp．　202N206
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せることである。上の例でみれば，シンガポールに0．1％の税率を適用し，ソ
連に3．4％の税率を適用すれば，両国の税額／GNP比率は0．2258％となって
一致する。これは一番直接的な方法であるが，価格機構に外的な修正を加え
ることになり，もし既存の国際貿易の状態が最適な資源配分を実現していた
とするならば，貿易税の賦課によって貿易の最適な資源配分を歪める可能性
がある。
　第2は貿易依存度の高い国の一部の貿易品にたいして，租税負担を免除す
るものである。これは第1案とほぼ同じ効果をもつ。
　第3は貿易依存度の高い国から徴収した税収の一部をその国に返還し，租
税負担に天井を設けるものである。プラント委員会はこの案にそって次のよ
うに提案している。「貿易税をとり入れた場合，日本や西ドイツのように，外
国貿易が国民所得に高い比率を占める国にとっては，米国やソ連のように対
外貿易がそれほど大きくない国に比べて負担が重くなるかもしれないが，こ
の問題は，すべての国について，国民所得の一定水準を限度とするような適
切な調節を行なうことで解決できるものである留この方法は価格機構を修
正するものではないから，資源配分を歪める弊害はないが，一部の国への返
還に応じて全般的な税率が⊥がる可能性がある。
　第4は税収面でのアンバランスを支出面で調整するという統合案である。
これは理論的には正しい解決策であるが，現実性に乏しい。なぜなら，支出
面で調整するためには各国の国民のニーズが事前に判明していなければなら
ないが，一般にそれは不可能だからである。このことは，国内税の場合でも
同様であり，国民の問における租税負担と財政支出による再分配とが一応切
り離されていることを想起すれば明らかである。
　結局，スタインバーグ等もいうとおり，これで万全という解決策があるわ
けではない。国際交渉の場で1～4の解決案を組み合せて各国国民の間の負
（11）プラント委員会『南と北』〔15〕，邦訳314～315ページ。
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担の公平を期す以外にはない。第1案と第3案とを組み合すのが現実的であ
ろう。
4．税収の使途
　最後に国際貿易税の使途に関する問題を取り上げよう。国際貿易税に限ら
ず，新しい国際税を創設する場合には，これを徴収し，管理し，支出を実行
するための国際機関が必要になる。RIOレポートが国際金庫（Internati。nal
Treasury）とよび，プラン．ト委員会が世界開発基金（World　Development
Funds）とよんだものがこれである。ここでは国際貿易税に限定して，税の
使途に関する問題を検討したい。
　第1に，税収の使途を国際機関の裁量に委ねるか，或いは一定のルールに
従って開発途上国に自動的に配分するかという問題がある。一般に，開発途
上国側は後者の自動的配分を望み，先進国側は前者の自由裁量を要求するで
あろう。実質上国際貿易税の大部分を負担することになる先進諸国は，自己
の利益に沿った使途が保証されない限り，国際税の創設に強硬に反対するか
もしれない。
　第2に，この国際機関の自由裁量権が強化されて開発援助の実施にまで及
ぶことになると，既存の国際開発機関一世銀グループ，地域開発銀行，国
連開発計画（UNDP）など　　と競合する可能性がでてくる。これを防止す
る方法は，税の徴収・管理と支出とを分離して，後者を既存の国際開発機関
に委ねることである。その場合，世銀グループに委ねるか，国連グループに
委ねるかという問題が発生しうる。開発途上国側は後者を選択し，先進国側
は前者を選択することを主張するであろう。スタインバーグ等のひとつの提
案は世銀グループの国際開発協会（IDA）を改組して開発途上国の発言力を
強化し，ここに国際税の使途を委ねるというものである。IDAは本来，貧困
な開発途上国の開発を援助するために創設されたものであるから，IDAに国
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）際税の使途を委譲するというのは合理的であろう。
W　国際税とSDR案との比較
1．SDRリンク案
　各国政府の自発的開発援助の供与と対立する意味で，国際的ルールに従っ
た開発援助資金の調達をめざす「自動的資源動員」のひとつの先例は，十数
年前に盛んに議論された「SDRリンク案」であろう。本稿の最後にこのSDR
リンク案と国際税との比較をしておきたい。
　SDRリンクとは，新たに創出される国際準備資産SDRの発行と開発途上
国への援助（開発資金の供与）とをリンクさせようとするものであった。SDR
リンク案の理論的根拠は，次のトリフィン（R．Triffin）の一言に尽きてい
る。
　「私の主要な論点は極めて単純で，SDRという形態で信用準備の保有を
拡大しようとする国際社会の決定は，必然的にその副産物として，新たに創
造される融資能力が，国際的に承認され，受容される目的に沿って使用され
ることを意味するのであって，そのような国際的承認が存在せず，実際．ヒ今
日のように金融的にも経済的にも政治的にさえ破滅的と思われる国内政策の
失敗を闇雲に救済するために使用されることを意味するのではない，という
　　　　　（13）ことである。」
　こうしてトリフィンは，「国際的に承認され，受容される」SDRの使用目
的の例として，途上国の開発融資，国連の平和維持活動，WHOの活動など
（12）　Steinberg，　Yeager　＆　Brannon　（51），　pp．　184N192
（13）　R．　Triffin，　The　Use　of　SDR　Finance　for　Collectively　Agreed　Purposes
　（58），　p．　4
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　　　　　　　　（14）を挙げるのである。
　SDRリンクに関する体系的研究を発表された喜多勇教授の指摘されるとお
り，SDRリンクの具体的形態は，
　（1）途上国に創出されたSDRそのものを拠出するのか，　SDR受取と引
き換えに先進国通貨を拠出するのか，
　（2）開発資金を途上国に直接拠出するのか，国際開発援助機関を通じて
間接的に拠出するのか，
　（3）国際開発援助機関を通じる場合に，IMFからその機関に直接SDR
を配分するのか，先進国のSDRまたは通貨を拠出するのか，
というような選択に応じて，多様である（ls）しかし，いずれにせよ，　SDRの発
行と開発資金援助とをリンクさせることには変りはなく，そのこと自体をめ
ぐって，以下のような論争をひきおこした。
　SDRリンクにたいする批判は，大別して3点ある。第1は，本来短期的な
国際決済手段であるSDRは長期的な開発援助に流用すべきではないという
批判である。これには短期資金と長期資金の理論的混同を批判する説と，長
期資金に転用することによるSDRの信認の低下を心配する説とがある。第
2は，SDRリンクによってインフレ圧力が強くなるという批判である。こ
れにも途上国の開発資金需要が膨大であるため，SDRリンクは過剰なSDR
発行を引き起こすという説と，たとえSDRの発行額が適正な規模であって
も，リンクによる途上国の購買力がインフレ圧力を引き起こすという説とが
ある。第3は，SDRリンクが実現すれば先進諸国の開発援助はそれだけ減額
（14）R．Triffin，　ibid，および，　R．　Triffin，　Our　In　te　rnαtional　Monetary　System
　－yesterdαy，　Today，　and　Tomorrow　〔5g〕，　p．195。なおこの「SDRを国際的
　に合意された目的のために使用すべきだ」というトリフィンの説は，喜多勇教授の労
　作『SDRと開発途上国』〔56〕（112・一・・113ページ）で糸召介されたものであり，本文の叙
　述もそれに負っている。
（15）喜多勇，前掲書，126ページ。
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する危険があるという批判である。これにたいして，SDRリンク論者は，先
に挙げたトリフィンの説のほか，当時の開発援助の不十分性や，IMFクォー
タ制度の欠陥，特に途上国のクォータの過少性などによって，SDRリンク案
を擁護した1⑤
　周知のとおり，SDRは創設されたものの，　SDRリンクは実現しないまま
現在にいたっている。そして，（1）SDRの創出規模が小さかったこと，
（2）IMFによって一第3節で述べたような一SDRリンクに代る途
上国融資制度が整備されたこと，などによって，最近ではもはやSDRリン
ク案はあまり話題にされなくなってしまっている。
2．国際税とSDRリンク案との比較
　開発援助に「自動的資源動員」ルールをもちこもうとするプランには，大
きく分けてSDRリンクと国際税との2種類がある。その特徴はDevelopment
Dialogue誌の編集部がまとめた第10表のように要約できるであろう。
　国内の経済体系にたとえれば，（1）既存のDAC開発援助体制は，国民間
の（富める者から貧しい者への）自主的な相互扶助システムであり，（2）現
在流行の「民間優位，IMF動員体制」は，　IMFという中央銀行により保証
された，貸手の倒産防止つきの，市場メカニズムであるといえよう。これに
たいして，（3）SDRリンク案は，中央銀行による弱者救済型の金融緩和政
策であり，一方（4）国際税は，所得再分配を目的とした租税政策である。
それにも直接税タイプのものと間接税タイプのものとがあることは，既にの
べたとおりである。
（！6）SDRリンクをめぐる賛否両論については，喜多勇，前掲書第5章「リンクの意義と
　問題点」，155～172ページが詳しい。最近の論文では，G．　Bird，　The　Link　between
　SDRs　and　Aid，〔60〕；J．　Williamson，　SDRs：The　Link〔61〕などがある。
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第10表　自動的資源動員の諸形態
国際協調の形態 実施決定主体 資源動員主体 資源分配方法
A．多角的援助 1．国際機関による 各国政府 各国政府，国 a．国際機関への資
勧告：各国立法， 際機関 源動員
予算措置によって 1．自己評価にも
具体化 とつく各国拠出
既 2．国際機関の存在 2．国際分担金方
により，一定程度 式の各国拠出?
の自動的資源動員 （一定の自動性
の
を実現 　　あり）
aD．国際機関から受
公 益国への分配
1．分配額，目的
的 に関して，自動
? 性なし
B．二国間 1．原則として自動 各国政府 各国政府 1．原則として自動
転 ODA縦なし 性なし
2。ただし，0．7％ 2．ただし開発援助
ODA目標受諾国 の中には，一定期
は総額に関してイ 間自動性を有する
ンセンティブあり ものあり
C．開発援助の 1．国際協調必要な 各国政府 1．各国政府 自動性導入可能
ための国内取
?
2．開発援助
引税，所得税 2．ただし，勧告， 税は，資金
新 国際会議等により 移転の運続
形 国際協調は可能 性（自動性）?
を強化する
の
公 D．財，サービ 税率租税負担など 各国政府 各国政府： 自動性導入可能???
スの国際取引ﾅ に関して拘束的な国ﾛ協定が必要 税収を自動的ﾉ国際機関に
ﾚ転
E，地球共有財 拘束的な国際協定 各国政府 国際機構新 自動性導入可能
産の使用税 が必要 設
F．SDR 1．IMF条文の修1．条文修正 IMF 加盟国Quotaなど
リンク 正 の場合は， によって，自動性導
2．条文無修正のま IMF各加 入可能?? ま，IMF内合意 盟国
Q．無修正の
鼾№ﾍ，1?
MF理事会??
G．IMF保有
烽ﾌ売却
．IMF内の合意 IMF理事会IMF 自動性導入可能
転??H．民聞融資 公的協調必要なし 　民間銀行，
ｭ府金融機関
金融市場 1．原則として自動
ｫなし
Q．ただし，債務借
り換えなどの形で，
一定程度の自動性
導入可能
出典，Development　Dialogue　1981：1，p．17，　Table　1を一部修正
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　SDRリンク案にたいしては，（1）短期資金の長期資金への流用，（2）イ
ンフレ圧力の発生，（3）先進国開発援助の削減という批判があった。国際税
の場合には（1），（2）の批判は生じないであろう。しかし，それに代って，
（1）新たに国際税のための国際条約を締結し，国際運営機関を設立しなけ
ればならないとか，（2）各国間の租税負担の公平性が確保されないとか，
（3）今でさえ高い租税負担率を一層高くして，国民の犠性を強いる，など
の批判が起ることが予想される。
　私は，自動的資源動員論としては，国際税の導入よりはSDRリンクのぼ
うが，（1）制度的にも簡単であり，（2）過去の議論の蓄積もあり，実現可
能性が高いと考えている。また同じ国際税の中でも，既に私的所有権の確立
している個人所得を削減するような国際貿易税よりは，未だ私的所有権の確
立していない地球共有財産から得られる収益に課税するほうが，抵抗の少な
いことは明らかであろう。しかし，いずれにせよ，長期の視点に立った開発
援助の増額が必要であることは間違いなく，第三次海洋法会議の終了したい
ま，新たに国際税について考える機会がきていると思う。国際貿易税その
他の国際税の導入は，現在の時点においては非現実的に見えるかもしれない
が，第三次海洋法会議の契機となったパルド提案にたいしても，当時は強い
反対が提出されたことを想起すべきである。
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